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１．平成18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 26,062 7.0 2,306 20.0 2,373 22.3

17年3月期 24,352 9.5 1,922 20.0 1,941 23.5

 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総資本

経常利益率

売上高

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 1,509 27.9 84 74 81 89 19.1 13.1 9.1

17年3月期 1,180 52.9 69 73 65 69 19.2 11.9 8.0

（注） ①期中平均株式数 18年3月期 17,809,061株 17年3月期 16,922,510株

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

 ④平成16年８月20日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

  なお、平成17年３月期の１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとして算定しております。

(2)配当状況 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 
１株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率 中間 期末

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 10 00 － － 10 00 180 11.8 2.1

17年3月期 8 00 － － 8 00 142 11.5 2.0

(3)財政状態 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 19,213 8,699 45.3 480 73

17年3月期 17,167 7,103 41.4 399 21

（注）①期末発行済株式数 18年3月期 18,096,400株 17年3月期 17,794,000株

 ②期末自己株式数 18年3月期 1,046,000株 17年3月期 1,046,000株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 13,700  1,250  600  0 00 　― 　―

通　期 28,500  2,650  1,400  　― 12 00 12 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 77円36銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等

は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料を参照して下さい。

－ 1 －



６．個別財務諸表等
(1) 貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 ※２ 1,136,615 1,768,539 631,923

２．売掛金 ※１ 395,199 375,330 △19,869

３．商品 3,163,823 3,448,396 284,573

４．貯蔵品 19,043 18,426 △617

５．前払費用 430,630 442,455 11,824

６．繰延税金資産 377,292 495,660 118,367

７．短期貸付金 ※１ 160,214 223,237 63,023

８．立替金 ※１ 302,778 348,655 45,877

９．その他 ※１ 79,466 199,149 119,682

10．貸倒引当金 △4,460 △5,518 △1,058

流動資産合計 6,060,604 35.3 7,314,333 38.1 1,253,728

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物 ※２ 4,778,059 5,183,469  

減価償却累計額 2,179,689 2,598,370 2,557,764 2,625,704 27,334

(2）構築物 476,160 520,071  

減価償却累計額 239,251 236,909 278,365 241,705 4,796

(3）機械及び装置 2,567 2,567  

減価償却累計額 877 1,689 1,091 1,475 △214

(4）車輌運搬具 15,675 15,949  

減価償却累計額 14,619 1,055 14,786 1,163 108

(5）器具備品 549,692 572,261  

減価償却累計額 371,704 177,987 425,641 146,620 △31,367

(6）土地 ※２ 178,425 162,938 △15,487

有形固定資産合計 3,194,437 18.6 3,179,607 16.5 △14,829

２．無形固定資産  

(1）営業権 133,827 100,370 △33,456

(2）ソフトウェア 4,366 1,498 △2,867

(3）ソフトウェア仮勘定 － 42,952 42,952

(4）電話加入権 13,959 13,959 －

無形固定資産合計 152,153 0.9 158,780 0.8 6,627

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 ※２ 939,610 1,041,776 102,166

(2）関係会社株式 1,622,264 1,766,099 143,834

(3）出資金 331 331 －

(4）長期貸付金 42,320 34,640 △7,680

(5）関係会社長期貸付金 457,302 766,745 309,443

(6）破産債権、更生債権
等

※３ 40,534 40,534 －

(7）固定化営業債権 ※1.3 183,389 － △183,389

(8）長期前払費用 77,858 42,857 △35,001

 (9）差入保証金 ※２ 4,763,137 5,011,054 247,916

(10）その他 ※１ 29,030 153,375 124,344

(11）関係会社投資損失引
当金

△125,000 △75,000 50,000

(12）貸倒引当金 △270,701 △221,831 48,870

投資その他の資産合計 7,760,076 45.2 8,560,582 44.6 800,505

固定資産合計 11,106,667 64.7 11,898,970 61.9 792,302

資産合計 17,167,271 100.0 19,213,303 100.0 2,046,031
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 ※１ 178,019 162,921 △15,098

２．短期借入金 ※２ 367,400 307,336 △60,064

３．一年内返済予定長期借
入金

※２ 2,303,648 1,918,770 △384,878

４．未払金 913,258 933,233 19,974

５．未払消費税等 69,293 141,040 71,746

６．未払費用 439,464 461,642 22,177

７．未払法人税等 653,244 917,549 264,304

８．前受金 8,925 11,287 2,362

９．預り金 109,333 177,417 68,083

10．賞与引当金 165,400 197,400 32,000

11．売上割戻引当金 443,947 510,852 66,905

12．その他 － 5,989 5,989

流動負債合計 5,651,934 32.9 5,745,438 29.9 93,504

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 ※２ 2,728,804 3,037,639 308,835

２．繰延税金負債 196,361 153,360 △43,001

３．長期未払金 1,038,746 1,054,023 15,276

４. 預り保証金 ※１ 447,855 519,715 71,859

５. その他  － 3,627 3,627

固定負債合計 4,411,767 25.7 4,768,366 24.8 356,598

負債合計 10,063,702 58.6 10,513,804 54.7 450,102
 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※４ 2,336,150 13.6 2,458,088 12.8 121,938

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 2,529,939 2,651,877 121,938

資本剰余金合計 2,529,939 14.7 2,651,877 13.8 121,938

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 17,707 17,707  

２．任意積立金  

別途積立金 300,504 300,504 300,504 300,504  

３．当期未処分利益 2,228,609 3,595,464 1,366,854

利益剰余金合計 2,546,821 14.8 3,913,675 20.4 1,366,854

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

318,258 1.9 303,457 1.6 △14,800

Ⅴ　自己株式 ※５ △627,600 △3.6 △627,600 △3.3 －

資本合計 7,103,569 41.4 8,699,498 45.3 1,595,929

負債及び資本合計 17,167,271 100.0 19,213,303 100.0 2,046,031
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(2) 損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高  

１．商品売上高 ※１ 22,555,917 24,178,803  

２．その他役務収益 1,796,191 24,352,108 100.0 1,884,094 26,062,898 100.0 1,710,789

Ⅱ　売上原価  

１．商品期首たな卸高 2,486,419 3,163,823  

２．当期商品仕入高 7,626,798 7,985,359  

３．商品加工高 ※２ 261,639 278,569  

合計 10,374,857 11,427,752  

４．他勘定への振替高 ※３ 81,070 133,651  

５．商品期末たな卸高 3,163,823 7,129,963 29.3 3,448,396 7,845,703 30.1 715,740

売上総利益 17,222,145 70.7 18,217,194 69.9 995,049

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．広告宣伝費 874,741 887,346  

２．貸倒引当金繰入額 789 3,034  

３．貸倒損失 4,616 －  

４．役員報酬 120,350 120,600  

５．給与手当 1,067,503 1,087,276  

６．パート・アルバイト給
与 

3,710,863 4,069,592  

７．賞与 254,176 315,643  

８．賞与引当金繰入額 165,400 197,400  

９．福利厚生費 488,519 491,312  

10．地代家賃 4,158,677 4,366,589  

11．賃借料 978,608 773,845  

12．減価償却費 489,761 476,603  

13．水道光熱費 661,523 683,983  

14．消耗品費 488,979 506,584  

15．その他 1,834,972 15,299,482 62.8 1,931,112 15,910,924 61.0 611,442

営業利益 1,922,662 7.9 2,306,270 8.8 383,607

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 14,229 20,307  

２．受取配当金 3,392 20,620  

３．設備賃貸収入 ※４ 178,097 212,010  

４．自動販売機等設置料収
入

74,628 75,538  

５．その他 63,129 333,476 1.4 54,594 383,071 1.5 49,595
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 128,066 98,404  

２．設備賃貸原価 172,054 205,691  

３．その他 14,213 314,333 1.3 11,361 315,457 1.2 1,123

経常利益 1,941,805 8.0 2,373,884 9.1 432,079

Ⅵ　特別利益  

１．投資有価証券売却益  218,336 411,077  

２．貸倒引当金戻入益  52,105 50,911  

３．関係会社投資損失引当
金戻入益  

 － 50,000  

４．店舗譲渡益 ※５ 42,000 312,441 1.2 28,600 540,589 2.1 228,147

Ⅶ　特別損失  

１．店舗の撤退に伴う損失 ※６ 43,463 57,163  

２．固定資産除却損 ※７ 86,910 13,930  

３．減損損失 ※８ － 130,374 0.5 128,058 199,152 0.8 68,778

税引前当期純利益 2,123,872 8.7 2,715,320 10.4 591,448

法人税、住民税及び事
業税

987,034 1,357,351  

法人税等調整額 △43,175 943,858 3.9 △151,236 1,206,114 4.6 262,256

当期純利益 1,180,014 4.8 1,509,206 5.8 329,191

前期繰越利益 1,048,595 2,086,257 1,037,662

当期未処分利益 2,228,609 3,595,464 1,366,854
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(3) 利益処分案

前事業年度
（株主総会承認日
平成17年６月25日）

当事業年度
（株主総会承認予定日

平成18年６月24日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,228,609 3,595,464 1,366,854

Ⅱ　利益処分額  

１．配当金 142,352 142,352 180,964 180,964 38,612

Ⅲ　次期繰越利益 2,086,257 3,414,500 1,328,243
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

(2）その他有価証券

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　 書籍及びソフト

　　 総平均法による原価法

商品

　 書籍及びソフト

　　 総平均法による原価法

ハード（中古）

売価還元法による原価法

その他

最終仕入原価法

ハード（新品）及びその他

最終仕入原価法

　上記ソフトとはＣＤ（コンパクトディ

スク）、ＤＶＤ、ビデオ、ゲームソフト

等であり、ハードとはオーディオ・ビ

ジュアル商品、コンピュータ等でありま

す。

　上記ソフトとはＣＤ（コンパクトディ

スク）、ＤＶＤ、ビデオ、ゲームソフト

等であります。

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

定率法

　ただし、建物（附属設備を除く）につい

ては定額法

主な耐用年数

建物　　　　　10～15年

構築物　　　　　　10年

器具備品　　　５～８年

有形固定資産

同左

無形固定資産

　 営業権

　　商法施行規則に規定する最長期間（５

年）にわたる均等償却

　  社内利用のソフトウェア

 　 定額法（耐用年数５年）

無形固定資産

同左

長期前払費用

均等償却

主な償却年数　　　５～10年

長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

関係会社投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備える

ため、財政状態及び事業計画等を勘案して

計上しております。

関係会社投資損失引当金

同左

賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、

翌期支給見込額のうち当期の負担に属する

部分を計上しております。

賞与引当金

同左

売上割戻引当金

　当社は会員顧客との商品売買に際して将

来の商品代金に充てることのできるポイン

トを発行しておりますが、ポイントの使用

による売上割戻の発生に備えるため、当期

のポイント発行高に基づいて算定した翌期

以降のポイント使用見込額を売上割戻引当

金として計上しております。

売上割戻引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法並びにヘッジ手段と

ヘッジ対象

　当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであり、

特例処理の要件を満たしているため特例

処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法並びにヘッジ手段と

ヘッジ対象

　当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであり、

特例処理の要件を満たしているため特例

処理によっております。

ヘッジ手段……金利スワップ取引及

び金利キャップ取引

ヘッジ対象……借入金

ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金

②　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程及

び取引限度額を定めた内部規程に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。

②　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジの有効性評価の方法

　特例処理によっているため有効性の評

価を省略しております。

③　ヘッジの有効性評価の方法

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

イ．消費税等の処理方法

　税抜方式を採用しております。

イ．消費税等の処理方法

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 　当事業年度から、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号　平成15年10月31日）を適用しております。これによ

り営業利益及び経常利益は32,982千円増加し、税引前当期

純利益は95,076千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（貸借対照表関係）

　投資事業有限責任組合への出資金42,079千円は、前事業

年度まで投資その他の資産の「出資金」として表示してお

りましたが、証券取引法の改正に伴い、当事業年度から

「投資有価証券」に含めて表示することにいたしました。

　なお、前事業年度における投資事業有限責任組合への出

資金は35,550千円であります。　 

（貸借対照表関係）

　前事業年度まで区分掲記しておりました「固定化営業債

権」は、資産の総額の100分の１以下となったため、当事

業年度から投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ております。

　なお、当事業年度における「固定化営業債権」は132,487

千円であります。　 
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追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法  

　　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会　平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割68,433千円を販売費及び

一般管理費として処理しております。 

２．フランチャイズ加盟店と共同で行う統一キャンペーン広

告費のフランチャイズ加盟店負担金は、従来フランチャイ

ズ加盟店の売上高の一定割合としておりましたが、当事業

年度から統一キャンペーン広告費のうちの実費相当額とす

ることといたしました。これに伴い、当事業年度において、

統一キャンペーンに係る受領金額を売上高として処理する

方法から、フランチャイズ加盟店が負担する実費相当額を

広告宣伝費から控除し、受領した金額と当該金額との差額

を預り金として処理する方法に変更いたしました。

  　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上

高及び売上総利益は283,288千円、販売費及び一般管理費

の「広告宣伝費」は272,226千円、経常利益及び税引前当

期純利益は11,061千円それぞれ減少しております。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債 ※１　関係会社に対する資産及び負債

立替金 295,660千円

売掛金、短期貸付金、流動

資産「その他」及び固定化

営業債権 

477,666千円

買掛金 160,056千円

預り保証金 383,205千円

短期貸付金 215,557千円

立替金 338,771千円 

売掛金、流動資産「その

他」及び投資その他の資産

「その他」 

265,274千円

買掛金、未払金及び預り金 338,180千円

預り保証金 433,965千円

※２　担保提供資産及び対応債務は以下のとおりでありま

す。

※２　　　　　　　　──────

（担保提供資産）

現金及び預金 46,219千円

建物 137,175

土地 178,425

投資有価証券 46,191

差入保証金 1,170,342

合計 1,578,353

（対応債務）

短期借入金 277,400千円

一年内返済予定長期借入金 1,729,224

長期借入金 2,307,140

合計 4,313,764

※３　破産債権、更生債権等とは、破産会社、更生会社等

実質上倒産した相手先に対する債権であり、固定化営

業債権とは、通常の回収期間を超えて未回収となって

おり、回収に長期間を要する債権であります。

※３　破産債権、更生債権等とは、破産会社、更生会社等

実質上倒産した相手先に対する債権であります。

※４　会社が発行する株式の総数 ※４　会社が発行する株式の総数

普通株式 30,000,000株

発行済株式総数 普通株式 18,840,000株

普通株式 30,000,000株

発行済株式総数 普通株式 19,142,400株

※５　自己株式 ※５　自己株式

普通株式 1,046,000株 普通株式 1,046,000株
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

６　偶発債務 ６　偶発債務

　取引先及び関係会社に対して以下の債務保証を行っ

ております。

　取引先及び関係会社に対して以下の債務保証を行っ

ております。

保証先 保証債務残高 保証した債務の内容

㈱エル・アシスト 44,375千円 銀行借入債務

ブックオフメディア

㈱
2,930千円

リース債務及び割賦

債務

㈱ブックオフファク

トリー
11,250千円 銀行借入債務

ネットスクウェア㈱ 8,544千円 リース債務

保証先 保証債務残高 保証した債務の内容

㈱エル・アシスト 33,505千円 銀行借入債務

㈱ブックオフファク

トリー
3,750千円 銀行借入債務

ネットスクウェア㈱ 4,485千円 リース債務

７　配当制限 ７　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は318,258千円

であります。

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は303,457千円

であります。

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　商品売上高は、売上割戻引当金の当期取崩額

371,481千円を加算し、当期繰入額443,947千円を控除

した後の金額であります。

※１　商品売上高は、売上割戻引当金の当期取崩額443,947

千円を加算し、当期繰入額510,852千円を控除した後

の金額であります。

※２　商品のクリーニングに要する費用であり、その主な

内訳は以下のとおりであります。

※２　商品のクリーニングに要する費用であり、その主な

内訳は以下のとおりであります。

人件費 261,639千円 人件費 278,569千円

※３　他勘定への振替高は、子会社への店舗譲渡に伴うた

な卸資産譲渡高であります。

※３　他勘定への振替高は、子会社への店舗譲渡に伴うた

な卸資産譲渡高であります。

※４　関係会社に係る営業外収益 ※４　関係会社に係る営業外収益

設備賃貸収入 171,540千円 設備賃貸収入 204,909千円

※５　関係会社に係る特別利益 ※５　関係会社に係る特別利益

店舗譲渡益 42,000千円 店舗譲渡益 28,600千円

※６　店舗の撤退に伴う損失は、賃貸借契約解除による差

入保証金償却及び撤退費用等であります。

※６　　　　　　　　　 同左

※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 78,679千円

構築物 7,023

器具備品 1,208

合計 86,910

建物 12,568千円

構築物 1,298

器具備品 63

合計 13,930

－ 12 －



前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※８　　　　　　　　────── ※８　減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要 

用途 種類 場所
減損損失

（千円）

店舗 建物等 

原宿店（東京

都渋谷区）ほ

か１店舗

117,936

遊休資産等 リース資産 

雑色駅前通り

店（東京都大

田区）ほか

10,121

（2）減損損失の認識に至った経緯

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、

今後も収益改善の可能性が低いと判断した店舗につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　また、閉店・移設等により今後の使用が見込まれな

い資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしま

した。

（3）減損損失の内訳

建物 82,562 千円

構築物 445  

器具備品 966  

長期前払費用 21,484  

リース資産 22,600  

合計 128,058  

（4）資産のグルーピングの方法

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗

を基本単位として、また遊休資産等については個々の

資産を基礎としてグルーピングしております。

（5）回収可能価額の算定方法

　店舗については使用価値により測定し、将来キャッ

シュ・フローを８％で割り引いて算定しております。

　また、遊休資産等については正味売却価額により測

定し、処分価額を零と見積って評価しております。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

器具備品 3,808,897 2,467,340 1,341,556

ソフトウェア 9,714 7,003 2,710

合計 3,818,612 2,474,344 1,344,267

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

減損損失
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備
品

2,501,660 1,375,742 22,600 1,103,318

ソフト
ウェア

9,714 8,946 － 767

合計 2,511,375 1,384,688 22,600 1,104,086

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 551,708千円

１年超 826,112

合計 1,377,820

１年内 426,293千円

１年超 708,032

合計 1,134,326

リース資産減損勘定の残高 9,617千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 927,182千円

減価償却費相当額 852,758千円

支払利息相当額 40,720千円

支払リース料 611,423千円

リース資産減損勘定の取崩額 12,982千円 

減価償却費相当額 561,818千円

支払利息相当額 24,436千円

減損損失 22,600千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額として、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 230,393千円

１年超 1,307,735

合計 1,538,128

１年内 213,353千円

１年超 1,094,382

合計 1,307,735

②　有価証券

前事業年度（平成17年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成18年３月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 108,894千円

売上割戻引当金否認 180,411

商品評価損否認 43,706

賞与引当金否認 67,215

未払事業税否認 58,267

投資有価証券評価損否認 37,196

子会社株式評価損否認 87,371

未払事業所税否認 21,785

その他 27,417

繰延税金資産小計 632,267

評価性引当額 △233,463

繰延税金資産合計 398,804

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △217,873

繰延税金負債合計 △217,873

繰延税金資産（負債）の純額 180,930

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 90,951千円

売上割戻引当金否認 207,600

商品評価損否認 99,840

賞与引当金否認 81,032

未払事業税否認 72,332

投資有価証券評価損否認 29,746

子会社株式評価損否認 67,052

未払事業所税否認 23,552

減損損失 38,637

その他 24,327

繰延税金資産小計 735,072

評価性引当額 △185,031

繰延税金資産合計 550,040

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △207,741

繰延税金負債合計 △207,741

繰延税金資産（負債）の純額 342,299

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9

住民税均等割額 4.7

評価性引当額 △2.0

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0

住民税均等割額 4.7

評価性引当額 △1.8

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額    399円21銭

１株当たり当期純利益金額    69円73銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
  65円69銭

　当社は、平成16年８月20日付で普通株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

１株当たり純資産額    310円81銭

１株当たり当期純利益金額    51円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
  49円30銭

１株当たり純資産額       480円73銭

１株当たり当期純利益金額      84円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    81円89銭

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

　当期純利益 （千円） 1,180,014 1,509,206

　普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

　普通株式に係る当期純利益 （千円） 1,180,014 1,509,206

　普通株式の期中平均株式数 （千株） 16,922 17,809

    

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
   

　普通株式増加数 （千株） 1,038 620

　（うち新株引受権） （千株） (600) －

　（うち新株予約権） （千株） (438) (620)

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　　当社は、平成17年６月25日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づ

き、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員に

対し、ストックオプションとして新株予約権を付与する

決議をいたしました。

──────
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７．役員の異動

 　　該当事項はありません。
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